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東京都板橋区土地境界確認事務取扱基準 

 

（令和３年５月７日総務部長決定） 

（目的） 
第１条 この基準は、東京都板橋区公有財産規則（昭和３９年板橋区規則第２１号。以下「規

則」という。）第５条、第６条及び第１６条の規定に基づき、部（規則第２条第１号に規定

する部をいう。）が保管する土地（以下「区有地」という。）に係る土地境界確認事務処理

（以下「土地境界確認事務」という。）の手続きの明確化を図るとともに、これに必要な様

式を定めることにより、土地境界確認事務を適正かつ効率的に執行することを目的とする。 
なお、区有地の土地境界確認事務の手続きに関しては、別に定めるものを除くほか、こ

の基準の定めるところによる。 
（定義） 
第２条 この基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 
(1) 境界 区有地と区有地以外の土地との境をいう。 
(2) 土地境界 所有権の境界をいう。 
(3) 土地境界確認 東京都板橋区と隣接土地所有者との間で、土地境界が不明又は合意さ

れた土地境界を書面に表していない箇所について、調査、測量、現地立会及び協議のう

え、境界標を現地に明示し双方の合意に基づき、土地境界を土地境界確認図に表し、双

方が署名捺印することにより土地境界を確認する作業をいう。 
(4) 土地境界確認図 土地境界確認において、合意した土地境界を書面に表したものをい

う。 
(5) 土地境界確認協定書 第３号により土地境界確認された土地境界確認図及びその添

付文書により構成されたものをいう。 
(6) 財産保管者 規則第２条に規定する部長をいう。 

（土地境界確認事務の実施） 

第３条 総務部長は、次の各号のいずれかに該当するときは土地境界確認を行うものとする。 
(1) 土地境界確認申出書（別記第１号様式。以下「申出書」という。）により土地境界確

認の申出（以下「申出」という。）があった場合で、第８条の規定により申出書を受理し

たとき。 
(2) 国、地方公共団体、国又は地方公共団体の外郭団体等が公共事業を施行するため、土

地境界確認をする必要が生じた場合で、当該団体等から書面による申出を受理したとき。

なお、この書面は第７条に準ずること。 
(3) 財産保管者が公共事業を施行するため、土地境界確認をする必要が生じた場合で、当

該財産保管者から書面による申出を受理したとき。なお、この書面は第７条に準ずるこ

と。 
（申出者の範囲等） 
第４条 申出をすることができる者は、土地境界確認を行う土地（以下「申出地」という。）

の所有者とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合には、当該各号に定める者

が申出することができるものとする。  
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(1) 申出地の所有者が法人の場合は、当該法人の代表者とする。なお、法人が解散又は破

産等しているときには、その清算人又は管財人等とし、官公庁又は特殊法人等であると

きは、法令、定款又は寄付行為等の定める代表権のある者とする。 
(2) 申出地の所有者が死亡している場合は、法定相続人全員とする。ただし、遺産分割協

議書、遺言公正証書、裁判所の審判・調停調書等により土地の権利者が確認できるとき

は、当該土地の権利者とする。 
(3) 申出地の所有者が未成年者、成年被後見人、被保佐人又は、被補助人である場合は法

定代理人とする。 
(4) 申出地が共有地の場合は、共有者全員とする。なお、区分所有建物の敷地の場合には、

建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第69号）に基づく管理組合の規約等に

より定められた者（同意書添付による代表者も可）とする。 
(5) 申出地が信託財産登記された信託財産の場合は、委託者及び受託者両者の共同申出と

する。なお、受益者が設定されている場合は、受託者及び受益者とし、信託原本等に特

別な定めがある場合は、その内容に従った者とする。 
(6) 土地の登記簿謄本（全部事項証明書）等（以下「登記簿謄本等」という。）に「差押」

かつ「裁判所競売開始決定」の記載がある場合には、債権者又は申立人の同意書等の添

付を要する。 
(7) 申出地の権利関係が複雑な場合は、申出者としての当事者能力を有することを確認で

きる書面を添付する（破産管財人証明、裁判所の審判、判決、和解調書等）。 
(8) 申出地の現況又は地目が境内地又は墓地等の場合は、宗教法人法(昭和 26 年法律第

126号)第 23条に基づく規則で定めるものとする。 
なお、宗教法人の規則に別段の定めがない場合は責任役員の議決により定めた者とする。 
(9) 前条第３号による申出者は、財産保管者とする。 
(10) その他、特に総務部長が認めた者とする。 

（代理人） 
第５条 土地所有者（前条各号に定める者を含む。）から委任を受けた者（以下「代理人」と

いう。）は、土地所有者に代わって申出、立会及び合意を行うことができる。 
２ 代理人は、委任状及び委任者、代理人それぞれの印鑑証明書を添付し、申出するものと

する。ただし、委任状に代理人の使用印が明示されている場合は、代理人の印鑑証明書を

必要としない。委任状は、委任内容を明確にしなければならない。 
３ 現地において、境界立会及び境界協議に関する権限を代理人に委任する場合は、委任状

を提出する。 

（実務取扱者） 
第６条 申出者は、前条の代理人のほか土地の測量、図面作成等の能力を有する者（以下「実

務取扱者」という。）に、土地境界確認に必要な実務を申出者に代わって行なわせることが

できる。 
（申出書の作成） 
第７条 申出書には、次に掲げる書類を添付する。 

(1) 印鑑証明書 
   ① 印鑑証明書は、発行後３か月以内のものとする。 
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   ② 申出者が法人の場合は、商業登記簿謄本、資格証明書又は代表者事項証明書のい

ずれかを添付する。 

(2) 登記簿謄本等 
   申出地の登記簿謄本等は発行後３か月以内のものを添付するほか、下記によるもの

とする。 

   ① 登記簿謄本等と印鑑証明書の記載住所が異なる場合は、住民票、戸籍の附票、商

業登記簿謄本、住居表示変更証明書の「写し」等のいずれかの住所の沿革が判明で

きる資料を添付する。 

   ② 登記簿謄本等に記載されている土地所有者が死亡している場合は、相続関係説明

図を添付し、その確認のため、被相続人からはじまる戸籍謄本、住民票、遺産分割

協議書その他の原本及び写しを提出する。 

    なお、原本は確認のうえ申出者へ返却する。 

(3) 土地所有者調書 
   登記簿謄本等の記載事項により申出地及び区有地に隣接する土地について調査し、

「土地所有者調書」（別記第２号様式）に記入する。 

(4) 地図（公図）写し 
   法務省法務局備付けの地図（公図）により、広範囲に複写して、方位、縮尺、法務

局名及び複写年月日を記入する。また、必要に応じて旧公図を添付する。 

(5) 現況実測平面図 
   現地の形状が明確に把握できるよう建物・垣根等の寸法を明記した実測図（実測年

月日、作成者の氏名及び資格登録番号、方位並びに土地の地番を記入）とする。 

    なお、現況実測平面図の縮尺は原則として２５０分の１とする。 

(6) 現地案内図 
   申出地及び方位を記入する。 

(7) 委任状 
    第５条の規定による。 

(8) その他 
    参考資料として地積測量図、土地実測図等の資料がある場合には、その資料の写し

を添付する。 

（申出書の受理） 

第８条 総務部長は、申出があったときは申出書の記入事項及び添付書類を審査し、申出図

書が揃ったときに申出書を受理する。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合には、

申出書を受理しない。 
(1) 第４条又は第５条の要件を欠く場合 
(2) 申出地について現に訴訟が係属中である場合 
(3) 申出地に線で接する土地の所有者が登記簿謄本等において確認できない場合 
(4) 国土調査法(昭和 26 年法律第 180 号)に基づく地籍調査若しくは都市再生地籍調査(官

民境界等先行調査)が完了している場合又は同法第19条第5項の規定により、国土調査の

成果と同一の効果があるものとして指定された地区である場合 
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(申出事項変更届) 

第９条 申出書の受理後、申出記載事項に変更があった場合は、「申出事項変更届」(別記第

３号様式)を提出する。この場合、印鑑証明書、住民票、資格証明書、登記事項証明書、公

図等の変更事項を確認できる書類を添付する。 
2 申出書の受理後、土地所有者に変更があった場合は、「土地所有者変更届」(別記第４号様

式)を提出する。この場合、印鑑証明書、住民票、資格証明書、登記事項証明書、公図等の

変更事項を確認できる書類を添付する。 
3 申出書の受理後、実務取扱者に変更があった場合は、「土地境界確認申出書の実務取扱者

変更届」（別記第５号様式）を提出する。 
（現地調査） 

第 10 条 総務部長は、必要に応じて、実務取扱者、財産管理者、申出者又は関係土地所有

者の立会いを求め、現地調査を実施する。 
（境界協議の依頼） 

第 11 条 総務部長は、実務取扱者、財産保管者と協議日時を調整のうえ、境界協議依頼書

（別記第６号様式）により財産保管者へ協議を依頼する。 
（境界立会の依頼） 

第 12 条 総務部長は、申出者、関係土地所有者、実務取扱者、財産保管者と現地立会い日

時を調整のうえ、立会依頼書（別記第７号様式）により財産保管者へ立会を依頼する。 
（現地立会及び協議） 

第 13 条 総務部長は、実務取扱者に現地に仮境界線を表示させ、財産保管者等の立会のも

とに申出者、関係土地所有者又は代理人及び実務取扱者と土地境界確認の協議を行う。 
（土地境界確認図の確認） 

第 14 条 申出者は、必要に応じ、次条の土地境界確認協定書を提出する前に、総務部長に

土地境界確認図の確認を受けなければならない。 
（協議成立に係る事務処理） 

第 15 条 総務部長は、協議が成立したとき、土地境界確認協定書（別記第８号様式）及び

土地境界確認書（別記第９号様式）の作成を申出者へ依頼する。 
２ 総務部長は、境界確認点（協議が成立した境界点）に石杭等の境界標の設置を申出者へ

依頼する。 

３ 申出者及び関係土地所有者は、土地境界確認協定書及び土地境界確認書に土地境界確認

図を添付のうえ、土地境界確認協定書及び土地境界確認書に境界立会場所、土地の地番、

住所及び立会年月日を記入し署名捺印する。 

４ 申出者は、関係土地所有者から境界確認を得た土地境界確認協定書及び土地境界確認書

とその複写図を総務部長に提出しなければならない。 

（申出事案の決定） 

第 16 条 総務部長は、申出者から土地境界確認協定書及び土地境界確認書の提出があった

場合は、これを土地境界確認申出事案（以下「申出事案」という。）として文書で決定する。 
（土地境界確認協定書の取り交わし） 

第 17 条 前条の規定により申出事案が決定したとき、総務部長は、申出者と土地境界確認

協定書を取り交わし、関係土地所有者に対し「土地境界確認通知書」（別記第 10号様式）
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により通知する。 
（申出書の取下げ） 

第 18 条 申出者は、申出書を取り下げる場合は、「土地境界確認申出書の取下げ書」（別記

第 11号様式）を提出しなければならない。 
（協議不調事案、協議不能事案の処理） 

第 19 条 申出書の受理後、原則として３か月を経過しても境界立会が終了していない場合

は、協議不調事案として処理する。 
２ 境界立会において協議が終了した後、原則として２か月を経過しても申出者から第 15

条に定める土地境界確認協定書が提出されない場合は、協議不調事案として処理する。 

３ 境界立会において協議をした結果、境界確認について合意に至らなかった場合は、協議

不調事案として処理する。 

４ 申出書の受理後、申出者が第４条に定める申出をすることができる者の要件を欠くこと

となったときは、協議不能事案として処理する。 

（書類の保存及び管理） 

第 20条 土地境界確認に係る完結文書は長期保存文書として保管する。 
（財産保管者等からの申出による土地境界確認） 

第 21 条 第７条から前条までの規定は、第３条第２号及び第３号に規定する申出があった

場合における土地境界確認について準用する。 
（その他） 

第 22条 この基準に定めのない事項については、別に契約管財課長が定める。 
 

付  則 

（施行期日） 

1 この基準は、平成２０年４月１日から施行する。 
 

付  則（平成３０年６月８日施行） 

（施行期日） 

1 この一部改正は、政策経営部長決定の日から施行する。 
(経過措置) 

2 この基準の一部改正前の東京都板橋区土地境界確認事務取扱基準の第 1 号様式から第７

号様式の用紙で申請を行い、現に境界確認協議を行っているものについては、改正後の様

式と読み替えて協議を継続することができる。 

3 この基準の一部改正前の東京都板橋区土地境界確認事務取扱基準の第 1 号様式から第７

号様式の用紙で、現に残存するものについては、取り繕って使用することができる。 

 

付  則 

（施行期日） 

1 この一部改正は、総務部長決定の日から施行する。 
(経過措置) 

2 この基準の一部改正前の東京都板橋区土地境界確認事務取扱基準の第 1 号様式から第７
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号様式の用紙で申請を行い、現に境界確認協議を行っているものについては、改正後の様

式と読み替えて協議を継続することができる。 

3 この基準の一部改正前の東京都板橋区土地境界確認事務取扱基準の第 1 号様式から第７

号様式の用紙で、現に残存するものについては、取り繕って使用することができる。 



（別記第 1 号様式） 
  年  月  日 

（宛先）東京都板橋区長 
土地所有者 
住   所 

 
氏   名 

         ℡    （   ）      

土 地 境 界 確 認 申 出 書 
私所有の下記土地と隣接する東京都板橋区有地との境界（図面朱線表示部分の箇所）を

協議し、土地境界の確認をお願いします。 

記 
  １申出地 

土地の所在 板橋区       町・丁目     番    （地 番） 
 

  ２東京都板橋区有地 
土地の所在 板橋区       町・丁目     番    （地 番） 
 

  ３確 認 箇 所 別添図面朱線表示部分 
 
  ４添 付 書 類  

（１）印鑑証明書 
（２）資格証明書（法人による申出） 
（３）相続を証する書面（相続による申出） 
（４）土地登記簿謄本（全部事項証明書） 
（５）土地所有者調書  
（６）公 図 （ 写 し ） 
（７）現況実測図（縮尺１/250） 
（８）案内図  
（９）その他（参考資料） 

 
  ５実務取扱者 
   住 所 
 
   氏 名                 
     ℡     （   ）      
    （担当者          ） 

実 印 

 印 

各 1 部 

区受付印 



（別記第 2 号様式） 
土 地 所 有 者 調 書  

土地所有者記入欄 ※区有地及び申出地に隣接する土地について記入ください。 

土 地 所 在 地 番 地 目 
地  積 

（㎡） 

登  記 

 

年月日 

所 有 者 名 

土地登記簿等の住所 

住 民 登 録 の 住 所  

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

                      調査年月日     年  月  日 
                      調 査 者           印 



（別記第 3 号様式） 

  年  月  日 
（宛先）東京都板橋区長 
 
 
                 申出者 

住  所 
 

氏  名              
 

申出事項変更届 
 
 このたび、当初申出書の記載事項のうち（             ）

について変更しましたので、関係書類を添えて届出ます。 
 

記 
 
１ 変更前 
 
２ 変更後                           
 
３ 変更年月日             年   月   日 
 
４ 提出書類 

印鑑証明書、資格証明書（法人による申出）土地登記簿謄本（全部事項

証明書）、公図等、変更事項の確認ができるもの。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

実 印 

区受付印 



（別記第 4 号様式） 

  年  月  日 
（宛先）東京都板橋区長 
 
 
                 新土地所有者 

住  所 
 

氏  名              
 

土地所有者変更届 
 
 このたび、別添の書類のとおり下記土地の所有権を取得しましたので、前

所有者が申出した「土地境界確認申出書」により、引続きの手続きをお願い

いたします。 
 

記 
 
１ 土地所在・地番      板橋区       丁目      番 
 
２ 前土地所有者                           
 
３ 所有権変更登記年月日       年   月   日 
 
４ 添付書類 

① 印鑑証明書 
② 資格証明書（法人による申出）     各 1部 
③ 土地登記簿謄本（全部事項証明書） 
④ その他（参考資料） 

 
 
 
 
 

 

実 印 

区受付印 



（別記第 5 号様式） 
 

  年  月   日    
（宛先）東京都板橋区長 
 

土地所有者   
住   所 

 
氏   名                   

 

土地境界確認申出書の実務取扱者変更届 
 
     年  月  日付で提出しました、私の所有する下記土地と、これに隣接する 
東京都板橋区有地との土地境界確認申出書の実務取扱者は、都合により変更いたします。 
 

記 
 
１ 土地所在・地番 
 
   板橋区          町・丁目      番 
 
２ 実務取扱者（変更後） 
 
   住 所 
 
   氏 名                      印   
 
   電 話    （     ） 
    

（担当者                 ） 
 
 
 
 
 

 

実 印 

区受付印 



（別記第 6 号様式） 
 

 板 総 契 管 第  号 
  年  月  日 

 
 
（財産保管者）   様 
 

総務部長 
（ 公 印 省 略 ） 

 
境 界 協 議 依 頼 書 

 
 貴職が保管している東京都板橋区有地の     と、これに隣接する        

の土地との境界について、       様 から申出があり、下記のとおり境界協議を

行うことになりました。 
参考となる管理図面等がありましたら事前にご連絡いただき、お手数ではありますが、

境界協議に担当職員の参加をお願い致します。 
 

 
記 

 
１ 申出場所    板橋区      丁目      番（地番） 
         （住居表示：    丁目  番  号） 
 
２ 協議日時      ○○年○○月○○日  ○○時から 
 
３ 場  所    契約管財課 
 
４ 添付書類    案内図・公図（写し） 
 

総務部契約管財課管財係 
電話０３（３５７９）２２４３ 
担当 



（別記第 7 号様式） 

 板 総 契 管 第  号 
  年  月  日 

 
 
（財産保管者）   様 
 

総務部長 
（ 公 印 省 略 ） 

 
立 会 依 頼 書 

 
貴職が保管している東京都板橋区有地の       と、これに隣接する     の

土地との境界について、     様 から申出があり、現地において下記のとおり立会

協議を行うことになりました。 
立会いの参考となる管理図面等がありましたら事前にご連絡いただき、お手数ではあ

りますが、立会いに担当職員の参加をお願い致します。 
 

 
記 

 
１ 立会場所    板橋区      丁目      番（地番） 
         （住居表示：    丁目  番  号） 
 
２ 立 会 日         年   月   日 
 
３ 立会時間        時   分 
 
４ 添付書類    案内図・地図（公図）写し・現況実測図 
 

総務部契約管財課管財係 
電話０３（３５７９）２２４３ 
担当 



（別記第 8 号様式） 

＊土地境界確認図との割印をお願いします。 

土 地 境 界 確 認 協 定 書 
 

（以下「甲」という。）と東京都板橋区（以下「乙」という。）とは、

土地境界（所有権界）確認のため、現地において立ち会い協議した結果、合意に達し

たので、次のとおり協定を締結する。 
 
１ 物件の表示 
  甲の所有地 
   東 京 都 板 橋 区 
 
  乙の所有地 
   東 京 都 板 橋 区 
 
２ 現地立会年月日       年  月  日 
 
３ 甲の所有地と乙の所有地との境界線は、別添土地境界確認図に表示した境界点

符号                 を順次直線で結んだ線で定める。 
 
４ 甲又は乙が前項で定めた境界線に関係する土地を第三者に譲渡する場合は、本

協定書の内容及び協定上の地位を承継させるものとする。 
 
 

  この協定締結の証として本協定書2通を作成し、甲、乙署名捺印のうえ、それぞ

れ1通を保有する。 
 
      年  月  日 
 
    （甲）住 所 
 
       氏 名 
 
    （乙）住 所 東京都板橋区板橋二丁目66番1号 
 
       氏 名 東 京 都板 橋 区 
           東京都板橋区長 

実 印 



（別記第 9 号様式） 

＊土地境界確認図との割印をお願いします。 

年  月  日 
 
（宛先）東京都板橋区長 
 

土 地 境 界 確 認 書 
 

別添図面の境界点      について、下記の私（以下「甲」という。）の所

有地と         （以下「乙」という。）の所有地及び東京都板橋区（以

下「丙」という。）の所有地との境界であることを確認しました。 
 
１ 甲の所有地（確認者） 
   東 京 都 板 橋 区 
 
２ 乙の所有地（申出者） 
   東 京 都 板 橋 区 
 
３ 丙の所有地（板橋区） 
   東 京 都 板 橋 区 
 
４ 現地立会年月日       年  月  日 
 
  （確認者） 

（甲）住 所  
 
   氏 名                  

認 印 



別記第 10 号様式 

 
 
 

  板総契管第  号 
年 月 日 

 
 
(関係土地所有者) 様 
 
 

東京都板橋区長         印 
 
 

土 地 境 界 確 認 通 知 書 

 
 

 現地において立会いを行った下記の土地と、区有地との境界は、別添土地境

界確認図（写）のとおり確認いたしました。 
 
 

記 
 

 
１ 土地所在・地番 
 

板橋区    丁目    番 
 



（別記第 11 号様式） 

年  月  日 
（宛先）東京都板橋区長 
 
 
                土地所有者 

住  所 
 

氏  名              
 
 

土地境界確認申出書の取下げ書 
 
 
     年  月  日付で提出しました、私の所有する下記土地と、こ

れに隣接する東京都板橋区有地との土地境界確認申出書は、都合により取下

げます。 
 
 

記 
 
 
１ 土地所在・地番 
 
   板橋区       丁目      番 
 
 
 
 
 
 
 
 

実 印 
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